
                              南加賀広域圏事務組合公告第１号 

 

 条件付き一般競争入札を行いますので，南加賀広域圏事務組合財務規則（小松市財務規則（昭和 58

年小松市規則第 12 号）第 102 条準用）の規定により公告します。なお，本入札は開札後に落札候補者

に対して資格要件の適否審査を行い落札者を決定する事後審査型条件付き一般競争入札です。 

 

  令和６年５月２９日 

南加賀広域圏事務組合      

                                  管理者  宮橋 勝栄  

 

１． 入札対象工事（郵便入札対象工事） 

工 事 名  小松加賀斎場空調設備改修工事 

工 事 場 所  小松市日末町地内 

工 期  300日間 

工 事 概 要  小松加賀斎場の空調機器取替（エアコン、全熱交換器）の取替工事 

予 定 価 格   １７２，４００，０００円（税抜） 

                                              

２．入札参加資格 

参加することができる者は，２建設業者で構成する共同企業体で，次に掲げる要件のすべてに該当する者と

する。 

（１）共同企業体の各構成員の共通要件 

① 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

② 管工事について令和６年度における南加賀広域圏事務組合(以下「本組合」という。)の競争入札参加有

資格者（「小松市競争入札参加資格者名簿」又は「加賀市競争入札参加資格者名簿」に登載されている

者）であること。 

③ 本公告日から同工事の開札の日までの間，小松市又は加賀市建設工事等請負業者の指名停止に関する要

領に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 

④ 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

（ア） 資本関係（子会社等（会社法（平成 17年法律第 86号）第２条第３号の２に規定する子会社等を

いう。以下同じ。）又は子会社等の一方が更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合を除く。） 

ａ 子会社等と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。以下同じ。）の関係にある場合 

ｂ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

（イ） 人的関係 

ａ 一方の会社等（会社法施行規則（平成 18年法務省令第 12号）第２条第３項第２号に規定する会社

等をいう。以下同じ。）の役員が，他方の会社等の役員を現に兼ねている場合（会社等の一方が更

生会社又は再生手続が存続中の会社である場合を除く。） 

ｂ 一方の会社等の役員が，他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

ｃ 一方の会社等の管財人が，他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

（ウ） その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 



ａ 組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合 

ｂ その他上記（ア）又は（イ）と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

⑤ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生

法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決定後，小

松市が別に定める手続に基づく一般競争入札参加資格の再認定を受けた者は除く。）でないこと。 

⑥ 反社会的勢力との関係 

（ア）役員等（役員又は契約を締結する事務所の代表者）が，反社会的勢力（暴力団員(暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77号)第２条第６号に規定する暴力団員)，暴力団（法

第２条第２号に規定する暴力団），暴力団員と密接な関係を有する者又はその他これらに準ずる者をい

う。）であると認められる者でないこと。 

（イ）反社会的勢力が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者でないこと。 

（ウ）役員等が自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て，反社会的勢力を利用していると認められる者でないこと。 

（エ）役員等が，反社会的勢力に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的

に反社会的勢力の維持運営に協力し，若しくは関与していると認められる者でないこと。 

（オ）役員等が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者でないこと。 

（２）共同企業体の代表者の要件 

① 建設業法（昭和 24年法律第 100号。以下「法」という。）第３条第１項の許可に係る主たる営業所また

は請負契約を締結できる営業所の所在地が小松市内または加賀市内にある者であること。 

② 主たる営業所または請負契約を締結できる営業所の所在地が小松市にある者の場合は，審査基準日が令

和５年１０月１日直前の経営事項審査における管工事に係る総合評点に令和６年度の小松市競争入札

参加資格における主観点数を加算した総合点数が８９０点以上であること。 また，同基準日の経営事

項審査において，管工事の年間平均完成工事高が１億９，９００万円以上であること。 

③ 主たる営業所または請負契約を締結できる営業所の所在地が加賀市にある者の場合は，審査基準日が令

和６年１月１日直前の経営事項審査における管工事に係る総合評点に令和６年度の加賀市競争入札参

加資格における主観点数を加算した総合点数が８９０点以上であること。 また，同基準日の経営事項

審査において，管工事の年間平均完成工事高が１億９，９００万円以上であること。 

（３）共同企業体の構成員の要件 

① 建設業法（昭和 24年法律第 100号。以下「法」という。）第３条第１項の許可に係る主たる営業所の所

在地が小松市内または加賀市内にある者であること。 

② 主たる営業所の所在地が小松市にある者の場合は，審査基準日が令和５年１０月１日直前の経営事項審

査における管工事に係る総合評点に，令和６年度の小松市競争入札参加資格における主観点数を加算し

た総合点数が７７０点以上であること。また，同基準日の経営事項審査において，管工事の年間平均完

成工事高が８，５００万円以上であること。 

③ 主たる営業所の所在地が加賀市にある者の場合は，審査基準日が令和６年１月１日直前の経営事項審査

における管工事に係る総合評点に，令和６年度の加賀市競争入札参加資格における主観点数を加算した

総合点数が７９０点以上であること。また，同基準日の経営事項審査において，管工事の年間平均完成

工事高が８，５００万円以上であること。 

 



３．共同企業体の結成に関する留意事項 

（１）代表者の出資比率は構成員のうち最大であること。 

（２）構成員の出資比率は３０％以上とする。 

（３）同一の者が２以上の共同企業体の代表者又は構成員となることができない。 

 

４．入札及び契約の条件 

（１）入札保証金    免除 

（２）調査基準価格   有（小松市低入札価格調査制度適用） 

（３）契約書の要否   要（落札を通知した日から５日以内（土・日・祝日を除く。）に契約を締結する。） 

（４）契約保証金    要（契約金額の 100分の 10以上の金銭的保証） 

（５）前 払 金   令和６年度  有 

            令和７年度  有 

（６）中間前金払   令和６年度  有 

            令和７年度  有 

（７）部 分 払   令和６年度  有 

            令和７年度  無 

（８）支払限度額    令和６年度  ５８，７１０，０００ 円 

             令和７年度  残額 

（９）本工事は議会の議決を要するので仮契約とし，承認議決があった時に本契約を締結する。 

   （承認議決にかかる議会の開催予定日：８月上旬） 

 

  ※支払限度額は予定であり，変更の可能性がある。中間前金払と部分払については，仮契約時にどちらか

を選択。 

 

５．落札候補者の決定方法 

（１）入札参加者は，次の要件に該当する者のうち，最低の価格をもって入札した者を落札候補者とする。 

① 入札価格が予定価格の制限の範囲内の者であること。 

② 小松市低入札価格調査制度実施要領の定めにおいて失格とならない者であること。 

（２）（１）において，最低の価格となった者が２者以上あるときは，当該者にくじを引かせて落札候補者

を決定する。くじの日時及び場所については，電話等により連絡する。 

（３）落札候補者となった者には，電話等により連絡をする。 

（４）低入札価格調査 

     落札候補者の入札価格が調査基準価格に満たない場合は，当該契約の内容が履行されない恐れがあ

ると認められるか否かについて，調査を行った上で，落札者を決定するものとする。 

     低入札調査を受けた者との契約については，次の条件を付するものとする。 

      ①契約保証金及び発注者により契約が解除された場合の違約金は請負代金額の 10分の３以上と

すること。 

②前払金は請負代金額の 10 分の２に相当する額以内とし，部分払に代えて中間前金払を選択し

た場合にあっては，中間前金払を支出したあとの前払金の合計額が請負代金額の 10 分の４に相



当する額を超えないものとすること。 

③本公告において求めている配置予定技術者とは別に，同等の要件を満たす技術者を，専任で１

名現場に配置すること 

６．入札参加申込手続等 

（１）入札参加申請書の提出方法 

① この工事の入札に参加を希望する者は，受付期間内に「特定建設工事共同企業体入札参加申請書」

を小松加賀衛生センターにメールで送信すること。（押印不要）。 

申請書のファイル名は「（特定建設工事共同企業体名）入札参加申請書（.doc、.docx等）とするこ

と。 

メール送信先 eisei@minamikaga.or.jp 

② 受付期間内に下記の書類を小松加賀衛生センターへ直接持参又は郵送すること。 

（ア）特定建設工事共同企業体入札参加申請書（押印不要） 

（イ）特定建設工事共同企業体協定書（甲）（袋綴じ，任意様式） 

（ウ）委任状 

     受付期間：令和６年５月３０日（木）〔午前９時〕～ 令和６年６月１３日（木）〔正午〕 

（２）設計図書等の交付 

     交付期間：令和６年５月２９日（水）～ 令和６年６月２１日（金） 

     ①交付場所：南加賀広域圏事務組合 小松加賀衛生センター 

           小松市浜佐美町ヲ 15番地 

②交付方法：資料を格納した電子媒体（CD-R）で交付する。 

 

７．設計図書の質問及び回答  

設計図書に関して質問がある場合は，次に従い指定様式により小松加賀衛生センターへメールで提出する

こと。  

質 問：令和６年６月１８日（火）正午まで 

回 答：ホームページにおいて公開 

 

８．工事費内訳書 

（１）入札に際し，工事費内訳書を紙で提出すること。 

（２）工事費内訳書の様式は任意であるが，明細書までの内訳金額の明らかなもので，入札書に記載されてい

る入札金額に対応したものであること。 

（３）「一括値引き」等根拠のない内訳の項目は記載しないこと。 

 

９．入札執行場所及び日時等 

本入札は，郵便入札で行うものとする。 

入札書は，封かんした入札書を本組合衛生センターへ持参又は郵送すること。郵送の場合は提出期限まで

に必着とし，書留郵便で送付すること。 

入札書提出期間：令和６年６月２４日（月）〔午前９時〕から令和６年６月２５日（火）〔午後４時〕 

開 札 日 時  ：令和６年６月２６日（水）〔午前１０時００分〕 



※開札時は立会を要しない。 

 

１０．入札参加資格審査 

   開札時点では，落札を保留して，５項（２）により，落札候補者となった者に対して入札参加資格の審

査を行う。 

 このため，入札参加申請者は下記の書類について本工事の開札日時までに用意をすること。また，落札 

候補者とする旨の通知を受けた者は下記の書類を速やかに小松加賀衛生センターへ直接持参すること。 

（１）特定建設工事共同企業体入札参加資格確認申請書（押印不要） 

（２）使用印鑑届（代表者・構成員各１部） 

（３）同種・類似工事の施工実績調書 

（４）配置予定技術者調書 

（免許，資格等及び恒常的な雇用の確認できる書類の写しを添付すること。監理技術者の場合は，監理

技術者資格者証（表裏）の写しを添付すること。（監理技術者資格者証の裏面で監理技術者講習修了が

確認できない場合は監理技術者講習修了証の写しも添付すること。）落札決定後，ＣＯＲＩＮＳ等によ

り配置予定技術者の専任制違反の事実が確認された場合，契約を結ばないことがある。なお，種々の

状況からやむを得ないものとして承認された場合で，落札決定時と同等の要件を満たす技術者を配置

する以外は，配置予定技術者の変更及び申請の差し替えは認められない。） 

（５）④審査基準日が，２項（２）又は（３）に示す条件を満たしている直前の経営事項審査結果通知書（写

し）（代表者・構成員各１部） 

 

１１．落札者の決定 

 落札候補者の入札資格審査の結果，落札候補者の資格を有していると認めた場合には，落札者として決定

しその旨を通知する。 

 

１２．入札に関する無効事項 

本公告に示した入札参加資格のない者，申請書に虚偽の記載をした者，工事費内訳書を提出しない者， 

入札心得及び入札に関する条件に違反した者のした入札は無効とする。 

 

１３．契約の条項等を示す場所 

建設工事請負契約書は，小松加賀衛生センターにおいて縦覧することができる。 

 

１４．建設リサイクル法対象工事 

    これらの工事は，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律第 104号）に基づき，

分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事である。 

 

１５．その他の事項  

（１）参加申込みに際し，当該工事の施工において必要な許可及び技術者の選任について建設業法等の関係 

法令を遵守すること。  

（２）入札書には，消費税及び地方消費税相当額を除いた金額を記載すること。 



（３）その他様式は南加賀広域圏事務組合ホームページ(https：//minamikaga.or.jp/)よりダウンロードし，

最新のものを使用すること。 

  「ホームページトップ」→「組合について」→「申請書ダウンロード」→「入札・契約関係」→「建設

工事入札参加申請等」より 

   

 

   詳細については，小松加賀衛生センターまでお問い合わせください。 

        南加賀広域圏事務組合小松加賀衛生センター   

電話（０７６１）２３－５３００ 

      メールアドレス eisei@minamikaga.or.jp 

南加賀広域圏事務組合ホームページ https://minamikaga.or.jp/ 

 


